
１．経済関係の強化 ～巨大市場としての中南米～

～資源・食料供給源としての中南米～

２．国際場裏での連携 ～高まる新興国の発言力～

３．安定的発展に対する支援 ～貧困・格差が不安定要因～

平成２４年９月 外務省中南米局

我が国の対中南米外交政策

中南米概況

人口 ５．９億人（１０年，ＥＣＬＡＣ）

面積 ２，０４２万k㎡

国数 ３３か国

域内ＧＤＰ ４．８兆米ドル（１０年，ＩＭＦ）

日系人 約１６０万人

我が国大使館数 ２１

在京中南米大使館数 ２２

資料２－１



１．①経済関係の強化 ～巨大市場としての中南米～

★中南米は新興経済地域。経済規模も着実に拡大

ＧＤＰはＡＳＥＡＮの約２．５倍，一人あたりＧＤＰは中国の

２倍弱

０４年以降，約４～６％成長（世界経済危機直後の０９年を除く）

過去の経済危機の教訓を踏まえた健全な財政政策

出典：IMF World Economic Outlook April,2011

◆GDP（１０年，名目値）

債務危機，高インフレは過去のものに

世界経済危機の影響は比較的軽微

（１）経済連携協定（ＥＰＡ），投資協定等の経済的枠組みの強化

ＥＰＡ（メキシコ，チリ，ペルー，コロンビア（交渉開始決定））

投資協定（ペルー，コロンビア（署名済み））

社会保障協定（ブラジル）

租税条約（ブラジル，メキシコ，コロンビア（当局間協議中））

官民合同の協議枠組み（ブラジル，ベネズエラ）

ブラジル，メキシコ等の新興国を

中心とした有望な成長市場

（２）大型インフラ案件の獲得支援

鉄道（ブラジル，アルゼンチン，チリ，ベネズエラ）

（３）我が国製造業の中南米への進出の側面支援
裾野産業育成の支援

ビジネス環境整備を促進
（メキシコでは近年毎年３０－４０社ずつ進出日系企業が増加）



１．②経済関係の強化 ～資源・食料供給源としての中南米～

★中南米は資源・食料外交の最前線

官民連携を通じた経済関係の強化 日本の輸入に占めるシェア： チリ３１％，ペルー１２％ ブラジル２６％，ベネズエラ０．３％

○銅生産量シェア（％） ○鉄鋼石生産量シェア（％）

○大豆生産量シェア（％）

出典：USGS Mineral Commodity 
Summaries 2010 等

【レアメタル】日本の輸入シェア
モリブデン： チリ（５８％），メキシコ（７％）
リチウム： チリ（５８％），アルゼンチン

（５％）

リチウム潜在埋蔵量
ボリビア，チリ，アルゼンチンで

世界の７５％超

3か国計
45％

3か国計
21％

中南米
50％

（４）資源・食料の安定確保のための連携強化

：安定した調達契約や採掘権確保のための協力関係強化

石油・天然ガス（ベネズエラ，ブラジル）

リチウム（ボリビア，チリ，アルゼンチン）

銅（チリ，ペルー）

：公的支援ツールの総合的活用による海外農業投資促進

日本の輸入に占めるシェア： ブラジル１７％

資源

食料

銅，鉄鉱石等のみならず，リチウムなど「新しい」資源も豊富

大豆，とうもろこし，牛肉，鶏肉など主要農産品を生産

経済における国家の役割強く，資源の国家管理的動きも



２．国際場裏での連携 ～高まる新興国の発言力～

新興国の台頭 ブラジル，メキシコ，アルゼンチン 経済プレゼンス上昇

国際社会での影響力増大
BRICS, IBSA G20

３３か国，伝統的な友好関係
国連，国際機関等の投票行動や意思決定に大きな影響力

（国連加盟国１９２か国のうち約１７％）

民主主義，市場経済の基盤共有

中
南
米
の
特
徴

ほぼすべての国で民主化

多くの国がFTA等を通じて市場開放政策を推進

今
後
の
主
要
協
力
分
野

経済
ＷＴＯ，Ｇ２０等で中南米の新興国との協調が重要（メキシコは２０１２年のＧ２０議長国）

太平洋同盟との関係強化。保護主義問題への対応。

気候変動
メキシコは２０１０年のＣＯＰ１６ホスト国

安保理改革
ブラジルとはＧ４決議案を推進。多くの中米・カリブ諸国は日本の常任理事国入りを支持。

核軍縮・不拡散
中南米は世界で最初に非核地帯を設定（１９６８年，トラテロルコ条約）

主要国との首脳・外相会合や定期的な政策協議を通じ戦略的パートナーシップを構築
（２０１２年，チリ，ペルー，パラグアイ，メキシコ，コロンビアと首脳会談。コロンビア，チリ，ペルー，グアテマラ，ブラジルと外相会談を実施）

地域共同体（中米，カリブ等）との政策調整の場を活用し効果的に働きかけ
（２０１０年９月に第２回日・カリコム外相会議を開催／２０１０年１月に日・中米外相会合（ＦＥＡＬＡＣのマージン）を開催）

政
策
ツ
ー
ル

中南米にはカンクン合意の採択に反対した国も存在（ボリビア）。カリブ島嶼国も交渉上の影響力大。

原子力の平和利用に専念（日豪主導の「核軍縮・不拡散に関する１０か国グループ（ＮＰＤＩ）」にメキシコ，
チリが参加）

（アルゼンチン，コロンビア，メキシコは，ブラジルへの対抗意識等からＧ４決議案に反対）



★経済発展の一方で大きな貧富の格差

・伝統的な格差社会

・自由開放経済政策の限界
（経済成長を遂げつつも，貧富の差が拡大）

★貧困層を支持基盤とする急進的な政権がいくつか
の国で誕生（ベネズエラ，ボリビア，エクアドル等）

・国際経済危機の影響は比較的軽微。他方，貧困層（特に中小国）は打撃

・貧困削減，格差是正，インフラ整備，人材育成，防災，治安改善等が共通の課題

経済社会開発や民主制度定着のための支援（ＯＤＡ等）
・生活水準向上： 教育（算数教育），保健・医療（シャーガス病対策），環境，防災等

・産業インフラ整備： 電力，交通，通信，農村・地方開発等

・キャパシティ・ビルディング： 人材育成（各種研修，専門家派遣等）

・対ハイチ支援： 総額約１億ドルの援助，自衛隊を派遣

我が国の
取組

中進国と協力しての第三国支援（三角協力）を推進

３．安定的発展に対する支援 ～貧困・格差が不安定要因～

90年代より

民主主義が定着

政治参加の拡大

◆我が国ＯＤＡの地域別実績

（供与総額）
（単位：百万ドル）

◆一人当たりＧＮＩ（１０年）

出典：世界銀行

日本 ４１，８５０ドル

中南米 ７，７３５ドル

中国 ４，２７０ドル

中東・北アフリカ ３，８８５ドル

サブサハラ・アフリカ １，１７６ドル

・メキシコ，ブラジル，アルゼンチン，チリとの途上国支援プログラム

・中進国のドナー化を支援

・ポストＭＤＧｓの議論でも協力


